
第４回白河市復興推進協議会会議概要 

 

日 時 平成２９年１０月 ３日（火） １３：００～ 

場 所 白河市役所 地下第四会議室 

構成員 株式会社ディー･エム･シー 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

株式会社みずほ銀行 

福島県 

白河市 

参加者 株式会社ディ･エム･シー   代表取締役社長 定 達也 様 

              総務課 ゼネラルマネージャー 里深 信幸 様 

株式会社アスコ       バックオフィスグループ 部長 川崎 浩二 様 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  中之島支社 法人第３課次長 楠見 健康 様 

中之島支社 法人第３課支社長代理 木村 圭甫 様 

株式会社みずほ銀行     大阪中央支店 渉外１課 村松 祥悟 様 

福島県県南地方振興局    企画商工部 地域づくり・商工労政課 

              主任主査 氏家 成昭 様 

白河市産業部商工課企業立地推進室 室長 松島 弘行 

主任主査兼係長 黒澤伸幸 

副主査 佐藤裕太 

 

【次  第】 

 

 １ 開   会 

 ２ 出席者紹介 

 ３ 経 過 説 明 

   （１）経過の説明 

   （２）白河市復興推進協議会設置要綱について 

 ４ 議   事 

 （１）「白河市復興推進計画（案）」について 

 （２）その他 

 ５ 閉   会 

 

【議事概要】 

 ◎出席者紹介 

   （出席者の紹介を行った。） 

 



 ◎経 過 説 明等 

  ○事務局 

   復興特区支援利子補給金の制度を受けるため、株式会社ディ･エム・シー様より白河市に申請

をいただきまして９月７日復興庁に応募申請し、同月１５日に同庁より採択を受けました。採択

後は、東日本大震災特別区域法第１３条に基づき復興推進協議会を設置し、復興推進計画につい

ての協議を行った後、計画の認可申請が必要となるため本日お集まりいただいているところです。 

協議会の構成については、白河市復興推進協議会設置要綱第三条の規定にあります別表に基づ

き本市、株式会社ディ･エム･シー様、株式会三菱東京ＵＦＪ銀行様、株式会社みずほ銀行様、福

島県様を構成員としております。 

復興推進計画の認定申請を国に提出した後、計画が認定されれば、指定金融機関の指定に必要

な申請書を提出し、利子補給金の制度を受けられるような流れとなっております。  

  

 ◎議   事 

〇会長 

それでは、議事に入ります。議事（１）「白河市復興推進計画（案）」について、事務局より

説明をお願いいたします。  

 

○事務局 

議事に関する説明を申し上げます前に、東日本大震災復興特別区域法の概略についてご説明申

し上げます。東日本大震災復興特別区域法は、東日本大震災の発生を受けて、平成２３年１２月

１４日に公布された法律でございます。 

   法律の中で、被災地域が主体となった復興を強力に支援するため、復興特別区域、いわゆる復

興特区制度が創設され、この特区において復興のためになされる税・財政・金融上の支援につい

て規定しております。 

   利子補給金の制度についてはこれまで３件の採択あり、本市の産業の活性化、新規雇用の創出

に寄与しております。今回、株式会社ディ･エム･シー様の申請を受け、本市に立地する株式会社

ディ・エム・シー様の工場増設及び設備投資等に関する事業を本市の復興推進計画に位置づけ、

新規雇用の増加を図り、本市の復興を推進しようとするものでございます。 

   それでは、白河市復興推進計画（案）についてご説明いたします。 

 

   （以下、白河市復興推進計画（案）の内容説明） 

 

  ○会長 

   ただいま説明のあった「白河市復興推進計画（案）」について、ご意見等をお伺いします。 

 

  ○出席者 

   意見なし 

 

 



  ○会長 

   ご意見等ないようですので、「白河市復興推進計画（案）」については、原案のとおり決定して

よろしいですか。 

 

  ○出席者（株式会社ディ･エム･シー、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行） 

   異議なし 

 

  ○福島県 

   異議なし 

 

  ○会長 

   原案のとおり決定とします。その他、何かございますか。 

   では、皆様にお集まりいただいておりますので、株式会社ディ･エム･シー様より改めて事業の

概要についてご説明いただけますでしょうか。 

 

  ○株式会社ディ･エム･シー（定 達也代表取締役社長） 

   先程ご説明頂いたとおり、弊社はタッチパネルの製造を主におこなっています。タッチパネル

には抵抗膜方式と静電容量方式の大きく２つの技術があり、その両方の製造をおこなっておりま

す。 

   弊社のタッチパネルは産業用機械に特化しており、流行廃りの激しい携帯電話のタッチパネル

には参入していないため、一度お付き合いがあれば、５年から７年と長期に渡り取り引き頂いて

おります。 

   今回、第二工場の増設により、カントリーリスク軽減のためインドネシア工場の一部を国内工

場での製造と、抵抗膜方式の新商品の開発・製造をおこなう予定です。 

 

  ○事務局 

   復興推進協議会を組織した場合は、その旨を公表することとなっておりますので、市のホーム

ページにおいて協議会設置要綱、復興推進計画及び本日の議事内容を掲載いたします。 

   また、復興推進計画（案）については、事前に復興庁の担当者に内容等について確認をいただ

いておりますが、本日から提出までに再度、復興庁より指導等があった場合は、計画（案）の変

更もありますので申し添えます。その際は、最終的な提出の計画を後ほど、お示しいたします。 

 


